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市民的変容のダブル・バインド
―正統的周辺参加におけるコンテクストの学習―
佐 長 健 司
On The Double Bind to Developing Citizenship : A Context Learning
to the Legitimate Peripheral Participation in Civil Society
Takeshi SANAGA
１ 本小論の目的
社会科は社会認識を行うことによって、市民的
資質（citizenship）を育成する教科として規定さ
れる。しかし、社会認識と市民的資質との関係は
十分に明らかではない。なぜなら、それぞれが個
別に論じられてきたからである。たとえば、常識
的な社会認識に対しては、科学的な社会認識が論
じられる。また、態度等を含む大きな市民的資質
に対しては、知識に限定する小さな市民的資質が
論じられる。いずれにしても、何らかの社会に関
する学習が、市民的資質を有する市民を育成する
と考えられてきた。
しかし、どのような社会認識が、なぜ、どのよ
うに市民的資質を育成するのか、という問いに十
分に答えるには至っていないであろう。何らかの
認識が学習者の市民的な資質を育成すること、及
びその育成をコントロールするメカニズムやプロ
セスについては、それほど論じられていないので
ある。
そこで、本小論において、社会科カリキュラム
が市民を育成することについて論じたい。ただ
し、レイヴ(Lave,J.)とウェンガー(Wenger,E.)
による状況学習論、すなわち正統的周辺参加
(Legitimate Peripheral Participation)の理論に依
拠する。そのため、これまでのように社会認識、
及び市民的資質を分けて論じることはない。なぜ
なら、正統的周辺参加では、学習を認識の形成や
知識の習得などとみるのではなく、共同体への参
加とみるからである。市民を育てようとする社会
にとって、共同体は市民社会である。したがっ
て、市民を育てる社会科では、学習者が市民社会
に参加する行為によって市民になることが学習で
ある。このような学習について、ベイトソン
（Bateson,G.）の学習論を援用しながら、分析的
に論じたい。
本小論では、第１に、社会参加によって市民ら
しくなること、すなわち市民的変容について規定
する。ここでは、正統的周辺参加の理論を確認
し、学習者と教師のいずれにとっても、市民的変
容の場として社会科をとらえることを論じる。
第２に、市民的変容について、語りの観点から
とらえ、社会科カリキュラムの検討をする。その
１つは、森分孝治が論じるアメリカのホルト社会
科（Holt Social Studies）である。もう１つは、
アメリカ公民教育センター（Center for Civic
Education）が中心となって開発した「プロジェ
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佐賀大学 文化教育学部 教科教育講座
クト・シティズン」（Project Citizen）である。
両者を比較しながら、市民的変容を可能にする市
民的語りの場となる社会科カリキュラムについて
明らかにする。
第３に、ベイトソンの学習論にしたがい、学習
は二重の学習であることに注目する。それは、対
象の学習とコンテクストの学習による。前者は、
学習対象について学習する行為である。後者は、
学習行為そのものについて、メタ・レベルでさら
に学習する行為である。両者は常に同時に行われ
るが、矛盾するならば、ダブル・バインド
（double bind）と呼ぶ二重拘束の状態に学習者は
陥る。たとえば、後に詳細を論じるが、社会的問
題を解決することを目指して学習しても、実際に
は解決ができない場合がそうである。この場合
は、対象レベルで問題解決が要求され、メタ・レ
ベルでは解決できないので対象レベルの要求が否
定される。このようなダブル・バインド状態をや
り過ごしたり、乗り越えたりすることが、学習に
おける市民的変容の機会となることについて論じ
たい。
２ 市民的資質育成から市民的変容へ
⑴正統的周辺参加としての学習
本小論では、レイヴとウェンガーによる正統的
周辺参加の理論を採用する。それは、サッチマン
(Suchman,L.,A.)の状況行為論(situated action)
を継承する理論である。サッチマンによれば、あ
らゆる行為は状況に埋め込まれている
１）
。そのた
め、学習も例外ではなく、状況に埋め込まれた学
習（situated learning）となる。そこで、レイヴ
とウェンガーは、学習論と社会形成論とを統合
し、学習と社会とは相互構成の関係にあるとす
る。すなわち、学習は社会によって導かれ、学習
者が何者かになっていく。それと同時に、学習に
よって、学習者が社会を形成していくとするので
ある。
状況に埋め込まれた学習について、レイヴと
ウェンガーは言う。すなわち、状況に埋め込まれ
るという性質は、「知識や学習がそれぞれ関係的
であること、意味が交渉（negotiation）でつくら
れること、さらに学習活動が、そこに関与した人
びとにとって関心を持たれた（のめり込んだ、
ディレンマに動かされた）ものであることなどに
ついての主張の基礎」となるのである。このこと
からすれば、学習は単なる知識の習得ではなく、
学習者の全人格を取り込み、「世界の中で、世界
とともに行う活動を重視し、また、行為者、活
動、および世界が互いに相手を作り上げていると
いう見方」をすることになる
２）
。すなわち、学習
は、学習者にとって状況を構成する他者との相互
作用によって可能になる。また、学習の結果とし
て得られる知識や学習の意味、さらには学習者自
身と学習者にとっての世界も、同様な相互作用に
よってつくられると考える。
学習は、人々の集団に普遍的に認めることがで
きる。集団は一定の目的を共有し、実践を行う
人々の集まりである。それを実践の共同体と呼
ぶ。学習は実践の共同体においてなされ、人々か
ら意味と価値が与えられる実践となる。したがっ
て、学習は実践の共同体を状況とし、そこに埋め
込まれた社会的実践なのである。以下では、社会
的実践としての学習について、３つのことを確認
する。
第１は、社会的実践としての学習は、学習者が
共同体に参加する行為になることである。一方、
学校教育の伝統的な常識は、学習を内化
（internalization）とする。すなわち、個人が知識
や技能を個人の内面において形成し、所有するか
のようにみることである。しかし、そのような見
方はとらない。学習の目的となる知識や技能は共
同体において共有され、学習者はよりよく知識や
技能を共有するかのように、共同体に参加するこ
とをこそ学習とするのである。
たとえば、一般的な社会科の授業では、その導
入において、授業のテーマや学習問題、学習課題
と呼ぶ問いを設定する。展開は、問いに応じて答
えていくように段階的に学習を進めていく。終結
になると、導入で設定した問いに答える。発言し
たり、記述したりするなどして、答えることがな
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される。そうすることによって、知識が形成され
たと認められる。すなわち、知識を形成すること
は、問いに答えるように行為することである。そ
のような行為を求めるのは、学力の育成という目
的を共有する学校共同体である。よりよく答える
ならば、すぐれた学習者として、教師や他の学習
者から承認される。承認を得ることによって、メ
ンバーになることができるのである。このような
承認を得る行為はメンバーになろうとすることで
あり、共同体への参加である。したがって、一般
的な学習は学校共同体への参加だと言えよう。
第２に、参加のあり方は正統的で、周辺的でな
ければならないことがある。非正統的な参加はあ
り得ない。正統的とは本物であることであり、偽
物や物真似、シミュレーション等であってはなら
ない。また、参加は周辺から始め、しだいに十全
（full）へと移行する軌跡を描くものでなければな
らない。つまり、はじめは新参者として簡単で些
細な、責任の軽い行為から始める。その後、しだ
いに熟練し、古参者として共同体の全体にかかわ
り、重要な役割を担うように歩むのである。
授業においては、最初は教師の指導を大いに受
けながら、学習者は学習する。しかし、しだいに
自律的に学習を進め、教師の指導を小さくしてい
くような授業参加が求められる。たとえば、当初
は学習課題が教師から与えられていたとする。と
ころが、次の段階には１時間の授業に耐えうる学
習課題を、学習者自らが設定しようとする。もち
ろん、それは教師も認めるような、本物の学習課
題であり、教師と生徒の両者にとって価値あるも
のである。このように、変化の軌跡を描いていく
ことが、正統的周辺参加である。
第３は、学習は学習者がアイデンティティを形
成し、共同体を維持、発展させることである。そ
もそも、参加は共同体におけるものであり、そこ
に参加することは共同体からよりよいメンバーと
して承認されることである。そのような承認は、
参加者の共同体の一員としてのアイデンティティ
を形成、強化する。その一方で、共同体からすれ
ば、アイデンティティを強化した有能な参加者は
共同体の求めに応じて、共同体の維持、発展に貢
献する。自己をよりよく承認する共同体の維持、
発展が自己の承認を確かにするからでもある。
⑵市民的変容
冒頭でも述べたように、社会科は社会認識を通
して市民的資質を育成する教科として規定され
る。このことについては、広くコンセンサスが得
られている。学習指導要領では、「公民的資質」
と呼ぶが、いずれにしてもその内実については、
多様な議論がある。ここでは、それらの多くを紹
介し、整理することは紙幅が許さない。もちろ
ん、社会科の学習において、学習者が市民的資質
と呼ばれるような特定の資質をもつようになるこ
とは、十分に想像できる。これまでの社会科教育
論は、いずれもそのような想像に支えられて、そ
の理論を展開してきたのである。
しかし、「市民的資質の育成」という言葉を使
用することに代えて、「市民的変容」という言葉
を使うようにしたい。「社会認識」についても同
様である。なぜなら、正統的周辺参加としての学
習論では、学習者の内面を問題にしないからであ
る。市民的資質と呼ばれるような、一定の知識や
技能、態度等を学習者が個人の内面に形成するこ
とには無関心なのである。すでに述べたように、
学習は共同体への参加なのである。
市民的変容とは市民らしくなることであり、市
民とは、市民社会の一員である。すると、市民社
会とは何かという問いに答えることが必要にな
る。その第１は政治的な側面からとらえる市民社
会であり、民主主義を原理とする人々の集団であ
る。第２は、経済的な側面からとらえる市民社会
であり、市場原理に支えられ、自由主義的な関係
を結ぶ人々の集団である
３）
。第３は、ボランタ
リーな側面からとらえるものであり、政治にも経
済にも属さない第３の領域における公共的な活動
を行うことを目的に結ばれる人々の集団である。
これらのうち、社会科としては、第１の政治的
な側面から市民社会と市民をとらえることにす
る。その理由は、日本における社会科誕生の経緯
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にある。想像を絶するような莫大な生命を失い、
誰もが塗炭の苦しみを味わった戦争があった。そ
の敗戦から立ち上がり、平和を求めて、民主主義
社会の建設を決意するなかで、社会科は生まれた
のである。また、民主主義とは政治的思想であ
り、集団的な決定にそのメンバーが等しく参加す
ることを求める
４）
こともある。
したがって、市民とは民主主義を原理とする政
治的決定に参加する者である。その参加の度合い
が高くなるほどに、市民らしいと判断できよう。
こうして、社会科は政治的な側面から市民社会を
とらえ、政治参加ができる市民へと、学習者の変
容を促すことに存在意義を見出したい。ただし、
こう述べたからと言って、経済に関する学習を排
除することはない。政治的な決定の視点から、経
済問題、及びその解決のための政策に関する学習
は必要だからである。このことは、当然だが、経
済以外の文化等の領域についても、それらが政治
的決定の対象となる限り、同様である。
わたしたちは、昼も夜も一日中、ひとときも欠
かさず市民として振る舞うことはない。市民とし
て振る舞うことを要求される状況においてのみ、
市民らしくあればよいのである。
すなわち、市民とは、わたしたちの複数のアイ
デンティティの１つである。父親との関係におい
ては息子として振る舞い、息子としてのアイデン
ティティを表現する。娘との関係においては父親
として振る舞うので、父親としてのアイデンティ
ティが確認できる。教室においては、教師として
のアイデンティティによって、教師らしく振る舞
う。これらのように、１人の人間がもっている多
元的なアイデンティティ（振る舞いの様式をも含
む）の１つに、市民的アイデンティティがある。
したがって、政治的決定への参加という状況の求
めに応じて市民らしく振る舞うとき、民主的市民
としてのアイデンティティを形成し、市民的変容
が可能になる。
⑶市民的変容の場としての社会科
これまで述べてきたことから、社会科学習は、
学習者にとっての市民的変容の場とする。加え
て、教師が教育する、教えるという行為を選択す
ることはやめるべきだ、とも考える。教師も、学
習者と同じように、学習することが望ましい。な
ぜなら、市民的変容には一定の到達度があるので
はなく、可能な限り市民的変容を遂げようとする
ことが市民社会では求められるからである。した
がって、学習者に市民的変容を求めるならば、市
民である教師も自らそうするべきである。教師も
自らに求め、学習者とともに、さらに市民らしく
なるように学習すべきである。
このように述べるのは、カリキュラムに関す
る、レイブとウェンガーの指摘にしたがうからで
もある。すなわち、教師による教育カリキュラム
と学習者の学習カリキュラムとを区別し、２人は
次のように言う。学習者の「学習のカリキュラム
は本質的には状況に埋め込まれたものである。そ
れは単独で考えられるものではなく、また勝手な
教え込み的（didactic）なことばで操作されるも
のではない
５）
」のである。この指摘を極端に思う
向きもあろうが、教育カリキュラムによって学習
カリキュラムは操作されない。教師が教えようと
しても、その教えとは別に、状況に埋め込まれた
学習者によって、状況に応じた学習が行われるの
である。
たとえば、高等学校の入学試験には社会科の問
題が出題される。そこで、社会科を学習する中学
校の学習者は、高等学校入学試験の社会科テスト
問題に解答することを学習する。しかし、それら
の問題が「暗記テスト」と呼ばれるような出題で
あれば、社会科の教師は望ましくないと判断す
る。すると、社会科の授業では暗記学習を奨励す
るのではなく、社会の仕組みや制度について考え
ることを指導する授業を行う。しかし、学習者は
希望する高等学校に進学したい。そのため、その
ような授業には意義を感じることなく、社会の仕
組みや制度を暗記し、入試問題に解答できるよう
に学習を行う。
この例では、希望する高等学校への進学が社会
的に価値があり、そうすることが社会において承
佐 長 健 司66
認されることであり、それは社会への参加（より
よい職業や収入、友人からの尊敬などの獲得）と
考えられている。すなわち、高等学校入学試験を
クリアするための暗記の学習は学校カリキュラム
から独立し、現実社会に埋め込まれ、学習塾に通
うなど、現実社会によって操作されているのであ
る。
しかし、市民社会は、それぞれ個人のよりよい
生き方を可能にするためにも、個人の問題を超え
る社会的問題（論争的な問題も含む）に向き合
い、その解決としての政治的決定に向けて貢献す
ることを求める。そのような社会的実践をなす民
主的な市民によってこそ、市民社会が形成される
からである。このことからすれば、入学試験のた
めの暗記の学習に加えて、あるいはそれに代えて
社会的問題解決の学習カリキュラムが必要であ
る。
必要とされる社会的問題解決の学習カリキュラ
ムは、学習者だけでなく、教師にとっても同様で
ある。なぜなら、教師も市民社会のなかで生活す
る市民だからである。したがって、教師も市民的
変容を果たす場として、学習者とともに歩むかの
ように、社会的問題解決を行うべきである。ただ
し、教師は学習者よりも年長であり、経験も豊か
である。そのため、教師は先輩として、学習者を
導くように学習してみせなければならない。
３ 市民として語ること
⑴学習における語り
時間的にも限られた社会科学習においては、市
民社会への参加は、他者との議論でもある語りに
限定する。社会科では、他の政治参加としての運
動的な行為はできないし、するべきでもない。す
なわち、市民としての語りが求められる状況にお
いて、市民らしく社会について語ることを社会科
学習の中心とする。また、市民的な語りの量と質
が高まることに、市民的変容を認めることにす
る。すると、市民的な語りとはどのようなもの
か、という問いに答えなければならない。
語りについて、レイヴとウェンガーは、実践の
外側から実践について語ることと、実践のなかで
実践として語ることとを区別する。具体的には、
人類学的フィールドワークの研究成果にもとづ
き、ユカタン半島の産婆の場合を例に挙げてい
る。産婆たちは、臨床医学のトレーニング・コー
スに参加する。その結果、保健官からの指導を受
けるので、臨床医学的な言葉によって出産等につ
いて語ることができるようになる。このような語
りが、外側から実践について語ることである。し
かし、臨床医学の言葉による語りは臨床医学の権
威を信じる者には意味があるが、現実の産婆の実
践には少しも影響を与えないのである
６）
。
実践について語ることと実践として語ることと
の、両者の区別は関係的なものである。参加しよ
うとする共同体との関係によって、決まるのであ
る。上の例で言えば、産婆は地域の出産を介護す
る産婆の共同体、産婆の仕事を必要とする地域社
会に参加しようとしている。この参加は、産婆の
仕事を首尾よくこなすことである。そのために
は、出産に立ち会い、よりよく介護できるように
出産する本人や周りの者に向けて、適切な手順や
措置等について語ることになる。そのような語り
こそが、出産の介護という実践のなかで、実践と
して語ることである。しかし、産婆は臨床医学研
究の共同体に参加をしようとしているのではな
い。そのため、臨床医学の言葉で出産について
語ったとしても、その語りは外側から実践につい
て語ることになり、産婆の共同体や地域社会に参
加することにはならないのである。
さらに、レイヴとウェンガーは実践について語
ることと、実践のなかで語ることとの区別に加
え、次のように言う。すなわち、「実践の中での
語りはそれ自体実践の中で語ること（たとえば、
進行中の活動の進展に必要な情報の交換）と実践
について語ること（たとえば、物語、共同体内の
伝承）の両方を含んでいる」と言うのである。ま
た、「新参者にとっての目的は、したがって、正
統的周辺参加の代用として語りから学ぶというこ
とではなく、正統的周辺参加として語ることを学
ぶということである」とも述べている
７）
。
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すなわち、実践について語ることがあったとし
ても、それは実践のなかで語ることの一部とし
て、自らの実践にかかわるのであれば、実践とし
ての語りとなり得る。そのような語りをも含ん
で、実践として語ることが、その実践が埋め込ま
れた共同体への参加となるのである。したがっ
て、新参者であっても、実践に関与することなく
実践の外側からの語りに学ぶのであってはならな
い。実践のなかで語ることを行い、実践として語
ることを学ぶことが参加になるのである。
社会科学習の場において、市民社会への正統的
周辺参加として、市民的に語ることも同様であ
る。参加しようとする市民社会において、政治的
決定への参加としての社会的実践のなかで語るこ
とが必要である。市民社会における社会的な実践
は、社会的問題解決について語ることである。そ
れこそが、新参者の市民である学習者が行うべき
市民社会への正統的で周辺的な参加なのである。
もちろん、市民社会一般について語ることもあ
る。そうであったとしても、自らの社会の内側に
身をおき、そこで求められる社会的問題解決につ
いて語ることの必然的な一部でなければならな
い。
⑵社会的実践について語る社会科
外側から社会的実践について語る場合には、森
分孝治が論じるホルト社会科のカリキュラムがあ
る。森分は、第３学年の「コミュニティーズ」の
場合を紹介している。コミュニティについて学習
させるカリキュラムであるが、教育内容はコミュ
ニティに関する一般理論となっている。習得させ
たい理論的な知識に応じて、学習者自身のコミュ
ニティとは切り離して、それぞれに特定のコミュ
ニティが事例として取り上げられる。そのため、
「ホルト社会科は、各章で設定される市や町の学
習を通して、コミュニティの一般理論を子どもに
発見させ概念化させて、そうして習得した一般理
論を用いて他の様々な市町村を理解し、説明でき
る力を育成しようとしている
８）
」と言う。
それぞれのコミュニティでは、そこに住む人々
がそれを形成し、その維持、発展のために社会的
実践を行っている。そのような社会的実践が一定
の条件のもとで行われ、その結果、コミュニティ
が変化したり成長したりすることを学習するよう
になっている。しかも、取り上げられる事例とし
ては、過去のものから、アメリカの各地、さらに
は海外の多様なコミュニティに及ぶ。すなわち、
時間的にも空間的にも多様なコミュニティについ
て語り、最終的にはコミュニティの一般理論を語
ることを目指すカリキュラムなのである。
したがって、多様なコミュニティにおける人々
の社会的実践について、外側から語るように学習
がなされていると言えよう。その一方で、学習者
が自らが居住しているコミュニティについて、内
側から実践として語ることはなされない。自らの
コミュニティが抱えている問題やその問題解決に
ついて、市民的に語ることはないのである。すな
わち、市民として自らのコミュニティが求める市
民的実践のなかで語ることはない。そのため、自
らのコミュニティに正統的で周辺的に参加をする
機会を失っている。すなわち、市民的語りによる
市民的変容は期待できないと言えよう。
それでも、「コミュニティの一般的な見方を知
り習得すれば、自己のコミュニティを相対化し、
そのあり方を批判的に考えていくことができよ
う。現存社会の科学的認識が子どもの精神的自立
を可能にする
９）
」と、森分は言う。このように言
うのであれば、科学的認識による精神的自立が学
習者を市民にすることができるか、と問いたい。
科学的認識による精神的自立を果たせば、自らの
コミュニティについて批判的に考察し、コミュニ
ティの発展のために必要な問題解決について実践
として語ることができるのであろうか。
しかし、それはコミュニティに関する一般理論
を語ることではない。それをも含み込んで、自ら
のコミュニティが要請する固有の社会的実践とし
て語ることが必要なのである。そのため、コミュ
ニティに関する一般理論を語ることを学習したと
しても、コミュニティにおいて社会的実践として
語るかどうかは、学習者に委ねられる。少なくと
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も、ホルト社会科の学習において、社会的実践の
なかで語ることは教育カリキュラムの中心から排
除されている。この点で、ホルト社会科には、市
民的変容の場となることが期待できないのであ
る。
⑶社会的実践として語る社会科
社会的実践として語ることが行われる社会科カ
リキュラムには、公民教育センター（Center for
Civic Education）と全米州議会協議会（National
Conference of State Legislatures）とが共同開発
した「プロジェクト・シティズン」がある。この
教育カリキュラムでは、３つの学習の場が提供さ
れることになっている。第１は、政治への「効果
的な参加のために求められる知識とスキル」の育
成である。第２は、市民的「効力感と有能性を育
成するようにデザインされた実際的経験」であ
る。第３は、「市民的参加についての重要性の理
解を深める」場である。これらの学習の場によっ
て、「学習者が能動的な市民として行動し、政治
的行為にコミットすることを促すこと」が目標と
なっている
10）
。
この教育カリキュラムは、政治的な市民的行動
を実際に行わせる場になっている。学習者用のテ
キストの冒頭では、次のように述べている。「地
方政府は個人の権利の擁護、住民福祉の増進のた
めに政策を立案し、その責任を果たさなければな
らない。しかし、現状での政策や法が機能しない
こと、実行されていないこと、あるいは必要なそ
れらがないことがある。これらの理由によって、
社会的問題が生じる。そこで、政府がどのように
対処するべきかについて、わたしたちが発言する
権利を行使しなければならない」と述べている。
続けて、第１に取り組むべきコミュニティの問題
を明らかにし、第２に情報を集めて研究し、第３
に問題解決策について調べ、第４に政府が採用す
べき政策をつくり、第５にその政策が政府に受け
入れられたり、何らかの影響を与えたりするため
の行動計画の作成を学習者に求める
11）
。
このような市民としての政治参加の行為を、学
習として行わせる。それは、現実的なコミュニ
ティの問題解決を実際的に進めるように展開され
る。また、コミュニティの問題研究、政策提案と
行動計画等は、１つのポートフォリオにまとめら
れる。その内容は、合憲性についてチェックした
後、「生徒の学校や地域を代表する３〜４人の審
査員の前で発表する
12）
」のである。そこでは、い
わば政策コンテストのように、地域の代表者も含
めた審査員によって評価される。問題研究や政
策、行動計画についての議論が対象となり、その
立証性や説得性が問われる。最後に、プロジェク
トとしての一連の学習を振り返り、自己評価した
り、ポートフォリオの修正を考えたりするように
なっている。
取り上げるコミュニティの社会的問題について
は、参考例が示されるものの、学習者に委ねられ
ている。学習者の問題意識や地域によって異なる
からである。また、自らが問題を明らかにし、選
択することから市民的活動が始まるとするのであ
る。そのため、学習内容は、学習者の市民的な活
動として構成されていくことになる。もちろん、
それは中等社会科におけることなので、初歩的な
市民的活動として限界づけられよう。
このような「プロジェクト・シティズン」の学
習における語りは、先に検討した森分が論じるホ
ルト社会科の場合とは異なることが明らかであ
る。ホルト社会科の場合は、多様なコミュニティ
について、外側から一般的に語ることにとどま
る。一方、「プロジェクト・シティズン」の場合
は、自らのコミュニティのなかで、固有の社会的
実践として語るようになっている。また、ホルト
社会科が求めるようなコミュニティに関する理論
は、情報収集の学習として行われることが期待で
きる。なぜなら、専門的文献を読んだり、研究者
や法曹関係者、行政職員等の専門家に情報提供を
求めたりするからである。それらの一般的、理論
的な内容を欠くならば、コンテストにおいて高い
評価が得られないこともあろう。
なお、ここではコミュニティとして地域社会を
取り上げたが、国家社会、地球社会についても同
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様である。いずれにしても、人々ともに政治的に
生きることについて想像を働かせる規模の違いで
しかない。
４ 市民的変容のダブル・バインド
⑴コンテクストの学習
すでに、市民社会への参加が市民としてのアイ
デンティティを形成することについて述べた。あ
る一定の行為を習慣として反復するから、アイデ
ンティティが形成されるのである。形成されたア
イデンティティは、行為の反復、すなわち行為の
習慣に見出すことができる。すると、新たにアイ
デンティティを形成したり強化したりすること
は、これまでの行為の習慣を棄却し、新たな習慣
を形成する自己変容であると言えよう。
ベイトソンによれば、自己変容は試行錯誤を必
然とする学習によって可能になる。また、試行錯
誤の程度によって、学習は３つの段階に分けられ
る。すなわち、「＜ゼロ学習＞とは、試行錯誤に
は引っ掛からない（単純なまたは複雑な）一切の
行為を含む領域の名、＜学習Ⅰ＞とは、同一選択
肢集合内で選択されるメンバーが変更されるプロ
セスの名、＜学習Ⅱ＞とは、選択肢集合自体が変
更されていくプロセスの名
13）
」であると言う。ま
た、学習Ⅲは選択肢集合の集合が変更されること
である。
さらに、ベイトソンは学習が二重の学習である
ことを述べる。たとえば、心理学の実験室におけ
る学習実験の場合である。そこでは、被験者であ
る動物や人間が、学習実験の継続のなかで、しだ
いに優れた被験者になっていくことが認められ
る。具体的には、「ただ単にしかるべき時点でヨ
ダレを垂らすことを習得したり、無意味な音節を
丸暗記したりすることに加えて、いわば『学習す
ることを学習する』learn to learnということが
起こっている」のである。その結果、問題を解く
ことに熟達していく。そこでは、「『被験動物が、
一定の諸コンテクストへみずからを導き込むこと
を学習していく』、あるいは『いま自分がいるの
は問題解決のコンテクストなのだと見抜く“自己
洞察”insightの能力を獲得していく』プロセス」
が認められるのである
14）
。
ここに明らかなように、学習というものは、二
重の学習なのである。第１は、問題を解くことな
どの、学習対象そのものについての学習である。
すなわち、学習対象について考え、それに応じて
一定の行為を行うことの学習である。第２は、環
境との相互作用による自己の経験の連続体の区切
り方である、コンテクスト（context）をとらえ
直す学習である。すなわち、メタ・レベルで学習
の行為について考え、学習とは何かについて学習
する学習である。
先述の＜学習Ⅰ＞等の３つの学習について言え
ば、一定の刺激に対して反射的に一定の反応を行
う習慣でもあるゼロ学習においては、コンテクス
トの学習は認められない。なぜなら、コンテクス
トの学習は経験の連続体を区切り直し、選択肢、
あるいは選択肢集合、選択肢集合の集合を変更す
ることだからである。ゼロ学習では、一定の刺激
に対して反射的に一定の反応を行うので、選択の
行為そのものがない。また、一定の刺激に対し
て、すでに持っている選択肢集合から特定の選択
肢を選び取って反応する学習Ⅰの場合も、同じコ
ンテクストと思えるのであれば、繰り返し同じ選
択をする。そうなると、学習Ⅰはゼロ学習に転
じ、一定の行為を繰り返す習慣としての自己のア
イデンティティを変えることはできない。コンテ
クストをとらえ直すこと、すなわちコンテクスト
の学習ができないのであれば、学習は次のステッ
プへと上昇しない。すなわち、習慣を変えるこ
と、それによる自己変容は期待できないのであ
る。
⑵ダブル・バインド
さらに、コンテクストの学習は、論理的に異な
る２つの階層に及んで成り立つことに注目した
い。対象の学習とコンテクストの学習との両者に
は、論理的なレベルの違いが認められるからであ
る。コンテクストの学習は、対象の学習をメン
バーとし、それらを包摂する上位のクラスとして
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の学習なのである。そのため、コンテクストの学
習が必然とする二重の学習は、論理的なレベルが
異なる両者の学習を同時に行うことになる。
ここでは、ベイトソンが「パブロフのイヌ」と
呼ぶエピソードに注目しよう。まず、一匹の犬に
対して円と楕円の図形を識別するように訓練す
る。図形の提示を繰り返し、犬の反応に両者の差
異が認められると、犬は識別したと判定され、餌
が与えられる。次に、実験者は円のような楕円、
あるいは楕円のような円を示して、識別を難しく
する。犬が苦労して識別に成功すると、さらに識
別が困難な図形が示される。その結果、「ついに
イヌは、どんなにがんばっても識別は不可能とい
う状況に陥る。実験が十分に酷なやり方で遂行さ
れたとすれば、この時点でイヌは様々な症候を示
すようになる。飼い主に咬みつくもの、エサを拒
否するもの、命令に逆らうもの、昏睡状態に陥る
もの等々
15）
」が認められる。ここでは、「パブロ
フのイヌ」は「識別のコンテクスト」を維持し、
コンテクストを学び直すこと、すなわちコンテク
ストの学習に失敗したのである。そのため、病的
状態に陥る。
この場合は、識別ができない図形を与えられる
ので、コインを投げて決めるかのように、反応す
ることが望ましい。すなわち、「賭けのコンテク
スト」へ移行するのである。もちろん、犬にはそ
れができないので、識別しようとする。識別しな
ければならないという実験者の命令に従うが、識
別しようとしてもできないので罰せられるばかり
である。こうして、「識別しなければならない」
というメッセージと、識別できないことによる
「識別してはならない」というメッセージが同時
に与えられる。これらの矛盾する２つのメッセー
ジのうち、後者は最初のメッセージについてのメ
タ・メッセージである。すなわち、逃れることが
できない状態において、対象レベルとメタ・レベ
ルとの２つの矛盾したメッセージを同時に与えら
れることの反復が、ダブル・バインドなのであ
る
16）
。
深刻なダブル・バインドに陥ると、「パブロフ
のイヌ」のように病的症状を呈することがある。
しかし、ダブル・バインドを乗り越えると、コン
テクストの学習が実現する。学習についての習慣
を変え、これまでとは異なる学習を始めることに
よって、新たなアイデンティティを形成する自己
変容が可能になるのである。正統的周辺参加で
は、学習は共同体への参加によるアイデンティ
ティの形成である。したがって、参加としての学
習のあり方が変わるなら、形成されるアイデン
ティティも変化する。このような意味での、自己
変容とも言えよう。一方、ダブル・バインドを回
避するなら、自己変容の機会を失う。
⑶ダブル・バインドの社会科学習
ダブル・バインドを乗り越え、コンテクストの
学習に成功するならば、習慣的な行為を変え、新
たなアイデンティティを形成する。すなわち、自
己が変容する。社会科学習の場においても、社会
的問題の学習が引き起こすダブル・バインドを乗
り越えるならば、自己の習慣を市民的なそれに変
えることができる。市民へと変容する可能性が開
かれるのである。
このような社会科学習について、以下では２つ
の場合を述べる。第１は、「プロジェクト・シ
ティズン」のような社会科学習の場に、初めて身
をおく場合に可能性を見出すことができる。教室
において、子どもらしく「世間知らず」であるが
ために、市民的実践として真剣に語り始めること
がダブル・バインドを生む場合である。
たとえば、消費税率の引き上げという社会的問
題がある。少子高齢化が進み、社会福祉の予算は
増大する。その一方で国家財政が悪化し、景気も
回復しないので税収は減る。このような状態で
は、高齢者の介護や医療等の社会福祉も切り詰め
なければならない。そうしないのであれば、予算
確保のために消費税率を上げることが１つの答え
である。しかし、税率を上げたら個人消費は抑制
される。すると、経済活動は縮小するので、景気
は悪化し、税収も減少する。したがって、税率を
上げずに景気対策をすることが、もう１つの答え
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になる。他にも、社会保険料の増額も考えられ
る。これらのように、いくつもの答えがあるが、
いずれも正解と呼ぶことはできない。
この例のように、社会的問題に答えようとして
も正解はない。一方、一般的な授業では正解があ
る。授業の目標を達成したり、テスト結果が点数
化されたりすることである。ここに、ダブル・バ
インドの可能性を認めることができる。教室で
は、教師も学習者も社会的問題に答えることで
あっても、一般的な問題解決と同様に、正解を答
えようとする。しかし、社会的問題には正解はな
いので、それは得られない。答えなければならな
いというメッセージと、正解が得られないことに
よる答えてはならないというメタ・メッセージが
織りなすダブル・バインドである。
ここでは、学習の習慣を変えるようにコンテク
ストの学習が求められる。すなわち、問題解決の
コンテクストから、問題探求のコンテクストに移
ることである。問題が提示されて答えるならば、
１つは正解、もう１つは誤答という２つの選択肢
が構成する選択肢群を捨て、別の選択肢群を設け
ることである。すなわち、問題に答えたとしても
正解も誤答もなく、立場や価値観等によって異な
る多数の答えを選択肢にする選択肢群を設けるこ
とである。そのようにして、社会的問題解決とし
て語ることを、問題解決ではなく、問題探求のコ
ンテクストでとらえ直すのである。それは現実社
会において、政治や行政に対して声を上げ、世論
を形成する一般市民の場合と同様に、社会につい
ての語りを継続することである。そのため、市民
的変容の学習となる。この場合は、緩やかなダブ
ル・バインドなので、漸進的な自己変容となる。
第２のダブル・バインドの社会科である。社会
的問題解決のために、実践として語るものの、解
決は決して実現しない状況が生む。緩やかな第１
の場合に比べ、より深刻なものである。
社会的問題解決のために、政策を立案し、政府
の担当部署に提案することはできる。不都合な社
会的問題を生んでいる制度やルールを更新するた
めの政策である。しかし、簡単にそれが受け入れ
られることはない。なぜなら、担当部署におい
て、そのような政策提案の行為は「学校のお勉
強」だと解釈されるからである。
この点では、レイヴとウェンガーにしたがえ
ば、古参者と新参者の対立、あるいはコンフリク
トが生じると言えよう。すなわち、「熟練者と徒
弟（あるいは、個人的な言い方から離れれば、世
代間）のコンフリクトは、日常の参加の過程で発
生する
17）
」ものである。このことは、徒弟制に限
らず、一般的に認められることである。したがっ
て、社会科の学習者が新参者として提案しても、
古参者である行政職員等の専門家は、それを拒否
するなど、壁のように立ちはだかるのである。学
校の社会科学習において学習者と教師とが立案し
た政策など、一顧だにされないだろう。せいぜ
い、学校の「お勉強」として努力したことが評価
され、現実の政策に反映されることはないはずで
ある
18）
。
このようなことを繰り返すならば、問題解決に
よって、小さな制度に限定して社会変革をしよう
としても、それが実現できないことを自覚する。
それは、社会変革のコンテクストにおけることな
ので、実践としての語りに努力しても、努力は報
われないと知ることになる。そうであれば、語る
べきではないことになる。すなわち、社会的問題
解決について語ると同時に、語るなというメタ・
メッセージが与えられ、ダブル・バインドが生じ
る。語ることをやめるならダブル・バインドは解
消するが、コンテクストの学習のためには、語り
続けなければならない。
こうして、社会的問題について実践として語る
ことを継続し、語れば語るほどダブル・バインド
は強くなる。ここに、社会変革についてのコンテ
クストを学び直す可能性がある。なぜなら、自己
の無力さを知り、苦しむからである。そのような
自己には、自己そのもの及び自己と社会との関係
を編み直す契機が与えられるのである。
そもそも、社会変革は、特定の個人や集団に
よって実現するものではない。個人の視野を超え
て、社会は複雑な網目のように無数の人々が多様
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な関係を結び、大小の様々な制度が織りなすよう
に形成されているからである。また、社会は伝統
や慣習が重層的に積もり、個人の生涯を越えて歴
史的に形成されるものでもある。そのような複雑
で巨大な社会が自己の語りの前に立ちはだかり、
自己を無力化するのは、当然である。
そのため、ダブル・バインドの苦しみが深くな
れば、自己を無にし、社会と一体化することにな
る。すると、社会変革は偶然に委ね、社会的問題
解決について実践として語るしかない。そうであ
れば、そのような語りは特別なことではなく、市
民として生きること、日常生活だと思えよう。市
民的生活とでも名づけるべきコンテクストへの移
行である。ここに認められるような、自己喪失と
もいうべき覚醒的な自己変容が大いに市民になる
ことではないか。
５ 小 括
本小論は、知識や技能の内化を学習とする学校
教育の常識とは、大きく異なる正統的周辺参加の
理論に依拠するものである。そうして、社会認識
を通して市民的資質を育成するという社会科では
なく、もう１つの可能性としての社会科学習につ
いて論じてきた。すなわち、正統的で周辺的に、
市民社会に参加することによってこそ、市民的ア
イデンティティを形成し、市民になる社会科学習
である。市民になることは、市民的変容である。
そのため、社会科学習を市民的変容の場とする。
さらに、学習としての語りの観点から市民的変
容の場として、社会科学習をとらえる。すなわ
ち、実践として語ること、社会的問題解決につい
て市民らしく語ることが市民社会に参加する学習
であることを明らかにした。こうして、「社会科
は市民的実践として語ることを通して市民へと変
容する場である」と規定したい。
しかし、正統的周辺参加の理論にも、不満を感
じる。それは、共同体に参加することが、なぜ、
どのように参加する者の自己変容を促すのか、に
ついて十分に明らかになっていないことにある。
実践として語ることが欠かせないとしても、その
語りはどうあればいいのか、という問題でもあ
る。実践として語ったとしても、望ましい語りと
望ましくない語りとがある。両者の区別をするこ
とが、よりよい正統的周辺参加について明らかに
するはずである。
そこで、ベイトソンにしたがい、ダブル・バイ
ンドと呼ぶ二重拘束の状態に学習者が陥ることに
ついて考察した。その結果、ダブル・バインドの
状態を乗り越えるコンテクストの学習が、社会科
学習においても、市民的変容をもたらす機会を与
えることを明らかにした。その第１は、緩やかな
ダブル・バインドを乗り越える社会科学習によっ
て、学習者が漸進的に市民へと変容する場合であ
る。第２は、自己を無力化するように、深刻なダ
ブル・バインドを超克する場合の覚醒的な市民的
変容である。一方、一般的に認められることだ
が、ダブル・バインドを生まない、あるいはそこ
から逃走する学習には、学習者の市民的変容を求
めることはできない。
なお、検討の対象とした社会科カリキュラムは
アメリカのものであり、日本の社会科にまでは及
ばなかった。しかし、日本の社会科にも、社会的
問題解決について、実践として語る伝統があるこ
とは承知している。著名なカリキュラムを挙げる
なら、無着成恭の「山びこ学校」
19）
、江口武正の
「村の５年生」
20）
等がある。そのため、これらの
社会科カリキュラムの再評価を求めたい。
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